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本稿では，離散-連続モデルの研究動向に関するレビューを行った．具体的には，(1) ミクロ経済理論よ

り演繹的に導出される構造型の離散-連続モデル，(2) 現象記述の自由度を高めることに主眼を置いた誘導

型の離散-連続モデルに大別し，さらに，各モデルの特徴を整理した．どの離散-連続モデルを使用すべき

かは扱う事象に依るものの，(a) 政策評価のように経済理論に整合的であることが求められる場合には，

キューンタッカー条件に基づくモデルの導出が望ましいこと，(b) 現象記述や不完全観測下での行動モデ

ルを構築する場合には誘導型離散-連続モデルの方が現象記述の自由度が高いこと，(c) 構造型及び誘導型

の両系譜の特徴を活かし，双方のメリットを活かすことにより，（厳密ではないものの）経済理論を踏まえ

つつ現象記述の自由度を高めたモデル構築も可能であること等を指摘した． 
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1. はじめに 

 

本稿では，離散-連続モデルの研究動向に関するレビ

ューを行う．離散-連続モデルは，離散的な選択行動と

連続量に関する選択行動とが部分的に共通の要因によっ

て関連付けられている状況を記述するための行動モデル

であり，その原型は，Tobin (1958) によるいわゆるTobitモ

デルにまで遡ることができる．計量経済学の分野におい

て，消費者や企業の最適化行動に立脚してミクロ経済学

的な意味付けを持つような離散-連続モデルの開発が進

展したのは1980年代であり（例えば，Dubin and McFadden 

(1984), Hanemann (1984) など），その頃より，交通行動分

析の分野においても，クルマの保有と利用の分析等を中

心として，新たなモデル開発や様々な事例への適用がな

されるようになった．このように研究蓄積がかなりある

にもかかわらず，離散-連続モデルに関する包括的なサ

ーベイは，筆者らの知りうる限り，まだなされていない． 

今この時期に離散-連続モデルのレビューを行う意義

は三つあると考えられる．第一に，従来の離散-連続モ

デルでは，複数個ある離散的な選択肢の中から“単一”

の選択肢を選び，その上で連続選択を行うような状況が

取り扱われてきたのに対し，近年，Bhat (2005) を嚆矢と

して，“複数個”の離散選択肢を同時に消費する状況を

記述するMDCEV (Multiple Discrete-Continuous Extreme Value) 

やその派生型のモデル開発が進展していることが挙げら

れる．第二に，多次元で複雑な誤差構造を持つような離

散-連続の選択問題も，MCMC（Markov Chain Monte 

Carlo）法のようなベイスアプローチやコピュラのよう

な柔軟な推定方法の進展に伴って計算可能になったこと

が挙げられる．第三に，エネルギーや環境問題への適用

を念頭に置いた交通行動モデルの開発が待たれている昨

今，世帯におけるクルマやエネルギー供給システムの購

入とその利用量の分析等への適用実績が豊富な離散-連

続モデルが果たし得る役割は決して小さくないと考えら

れる点が挙げられる． 

以下，レビューを行うに当たり，計量経済モデルの考

え方に立脚して，ミクロ経済理論より演繹的に導出され

た離散-連続モデルの系譜を「構造型」，統計的な現象

記述を第一義とした離散-連続モデルの系譜を「誘導

型」と，それぞれ呼ぶこととする．これは，両系譜にお

いて重要視されている論点が大きく異なり，実際に離散

-連続モデルを適用する上でも，そのことを明確に認識

すべきと考えられるためである．以下，2章では構造型，

3章では誘導型の離散-連続モデルをそれぞれ整理する．

4章では構造型離散-連続モデルと誘導型離散-連続モデ

ルの関連性について考察する．最後に5章にて，本レビ

ューの結果をまとめる． 
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2. 構造型の離散-連続モデル 

 

まず，J 個の異なる財（離散選択肢）とその消費量に

対する基本的な資源制約付きの効用最大化問題を考える． 

  1 2Max. , ,...,i i i i iJU f x x x  (1a) 

 subject to , 0
J

j j ij
p x E x    (1b) 

ここで，Ui(･) は消費者 i が J 個の財に資源（例えば所得

や時間）を配分した結果得る直接効用関数であり，個人

は効用Uiが最大となるように資源を各財に配分すると仮

定する．また，xij は各財の連続的な消費需要，pjは各財

の価格，Eは資源の総量とする．各財の需要関数を導く

方法として，上述の最適化問題をキューンタッカー条件

を利用する方法や，間接需要関数を定義しロワの恒等式

を適用する方法がある．佐野 (1990)は，どちらの方法に

よっても同一の需要関数を導くことができるものの，ロ

ワの恒等式を利用し解を導出する方法が，キューンタッ

カー条件を用いて解くよりもはるかに容易であるとして

いる．しかしながら，Wales and Woodland (1983) において

詳しく指摘されているように，ロワの恒等式を用いて導

出された需要関数に基づき離散-連続問題を扱う場合，

需要の非負制約を厳密に取り扱えない場合があり，彼ら

はキューンタッカーを利用したモデルの構築を推奨して

いる（4章にて詳述）．以下，間接効用関数を設定しロ

ワの恒等式を用いた離散-連続モデルの導出手法と，キ

ューンタッカーを用いた離散-連続モデルの導出方法に

ついて概説する． 

 

(1) ロワの恒等式を用いた導出 

以下では，佐野 (1990) に基づき，ロワの恒等式を用い

て間接効用関数から需要関数を導出し，それを離散-連

続モデルに関連付ける手順について概説する． 

まず，選択肢 j が選ばれたという条件付きでの（所得

制約下での直接効用関数の最大化の結果得られる）間接

効用 Yj を以下のように与える．  

  , , , ,ij ij j i ij i ijY Y p E z s e  (2) 

ここで，zij: 選択肢 jの観測される属性，si: 個人 i の社会

経済属性，eij: 非観測特性，である． 

個人 i は，選択肢集合 J の中から，条件付き間接効用

が最大の選択肢 j を選択するものとすると，選択肢 j が

選ばれる確率は次式で表される． 

Prob[ ( , , , , ) ( , , , , ), , ]ij ij j i ij i ij il l i il i ilP Y p E z s e Y p E z s e l J l j    (3) 

ここで，非観測特性 eij が加算型として間接効用関数

に含まれる，すなわち， 

    , , , , , , ,ij j i ij i ij ij j i ij i ijY p E z s e Y p E z s e   (4) 

と仮定し，例えば eij にI. I. D. ガンベル分布を仮定するこ

とにより，個人 i が選択肢 j を選択する確率 Pij が多項ロ

ジットモデルにより与えられる． 

以上の設定のもと，財 x に対する需要は，条件付き間

接効用関数にロワの恒等式を適用することにより，次式

のように表される． 

  /
= , , , ,

/
ij j

ij ij j i ij i ij
ij i

Y p
x g p E z s e

Y E

 
 

 
 (5) 

この需要関数 giｊ を求めるためには，条件付き間接効

用関数 Yij を特定化する必要がある．表-1には，代表的

な条件付き間接効用関数の特定化の例を示している．最

初のDubin and McFadden (1984)からRouwendal and Pommer 

(2004)までの6事例は，非観測特性 eij の加法性を仮定する

ことにより選択確率 Pij が離散選択モデル（主に多項ロ

ジットモデル）によって導出される一方，連続消費量に

 
表-1 間接効用関数の特定化の一例（個人を表す添字 i を省略） 

 

Z: 合成財消費量，C: 財購入に伴う固定費用，N: 財の総購入数，qi: 所得によって基準化した価格，qh: 合成財価格，G(･): 一般化極値
分布生成関数 (GEV-generating function)，W(･):  合成財消費の間接効用関数，: 未知パラメータ 

2



 

  

関する需要関数については，属性変数に対する線形ない

しは比較的単純な非線形関数として導出されるようなモ

デル構造となっている．例えば，Dubin and McFadden 

(1984) の条件付き間接効用関数の特定化に対応した需要

関数は，式(5)を適用することにより以下のように線形

関数として導出することができる． 

  ij i j ij ix E p z s
     
 

       (6) 

これに対し，Morisugi and Le (1994)，Morisugi et al. (1996)

による条件付き間接効用関数の特定化は，非観測特性 eij 

をモデル中に陽に含まず，特別な関数形を採用すること

により，それぞれ，多項ロジットモデル，ネスティッド

ロジットモデルに基づくシェア型の連続量需要関数が直

接的に導出されるような構造となっている． 

 

(2) キューンタッカー条件を用いた導出 

次に，キューンタッカー条件を用いた離散-連続モデ

ルの導出について説明する．式(1)の最大化問題に対す

るラグランジュ関数を以下のように定義する． 

  i

J

j ijjii ExpUL    (7) 

最適な資源配分に対するキューンタッカー条件は，以

下のように表現できる． 

 0 if 0,i ij i ij j ijL x U x p x j          (8a) 

 0 if 0,i ij i ij j ijL x U x p x j          (9b) 

式(8a)は，xij に資源が配分される場合，限界効用があ

る一定の値になるまで当該財に資源を配分する状況を，

式(8b)は，端点 (xij=0) における限界効用が閾値を超えず，

当該財への資源配分が総効用の増加に寄与しないこと

（またその結果として当該財へ資源を配分しないこと）

を表現している．すなわち，キューンタッカー条件によ

り表現される端点解の扱いを，財 j に所得を配分するか

どうかの離散選択問題として解釈することができる． 

また，式(8)の連立方程式に基づき，各財への最適な

配分量（連続問題）を導出することが可能である．なお，

多くの場合，財の選好に関する非観測個人間異質性を反

映するため，ランダム項を導入し，配分の意思決定を確

率的に扱う場合が多い．ランダム項に正規分布を仮定し

たモデルとして Wales and Woodland (1983)，Kim et al. (2002)

がある．また，ガンベル分布を仮定したモデルとして二

個以上の離散選択肢を同時に選択肢，かつ，それぞれの

選択肢の連続消費を考慮することが可能なMDCEVモデ

ル（Bhat, 2005, 2008)が挙げられる．なお，ガンベル分布

を仮定した離散-連続モデルは，ロジットモデルの自然

な拡張と見なすことができ，通常のロジットモデルをネ

スティッドロジットモデル，ミックスドロジットモデル，

マルチレベルロジットモデル等へ拡張する場合と同様の

拡張が離散-選択モデルにおいても可能である（例えば

Bhat, 2005; Pinjari and Bhat, 2010; Chikaraishi et al., 2010）． 

また，直接効用関数としては，限界効用逓減を仮定し

た関数形を採用する場合が多い．これは，限界効用逓減

の仮定が妥当と考えられる現象を扱う場合が多いこと，

及び，一意解が容易に保障できることによる．具体的に

は，配分量の増加に対して対数的に効用が増加する対数

型 (Kitamura, 1984) や，その一般形といえるCES型の直接

効用関数が採用されている（例えば，Kim et al., 2002; Bhat, 

2005, 2008）．表-2において，キューンタッカーに基づ

く離散-連続モデルの直接効用関数，制約条件，誤差分

布の仮定を整理する． 

 

3. 誘導型の離散-連続モデル 

 

上述したミクロ経済理論との整合を第一義とした構造

型の離散-連続モデルが発展する一方で，統計モデルに

よる現象の直接的記述に主眼を置いた誘導型の離散-連

続モデルも数多く提案されている．誘導型の離散-連続

モデルの系譜では，ミクロ経済理論との整合性を保つと

いうよりはむしろ，現象記述の自由度を高めるためのモ

デルの一般化の研究が蓄積されてきた．そのため，構造

型のモデルとは異なり，誘導型のモデルでは資源制約を

考慮しない定式化がなされることが多い．反面，構造型

のモデルでは通常取り扱うことが困難な問題も，誘導型

 

表-2 キューンタッカーに基づく離散-連続モデルの直接効用関数，制約条件，誤差項の一例 

モデル 直接効用関数 制約条件 誤差項uijの仮定 

Wales and Woodland (1983)    
 


J

j

J

k
ikijjk

J

j
ijiji xxxu

1 11
000 21   01*  ij

J

j ijj xxp  

( ijj Epp * ) 
多変量正規分布 

Kim et al. (2002)  



J

j
jijij

jx
1

  where  ijijjij ux   exp  0,  iji

J

j ijj xExp  多変量正規分布 

Bhat (2005) Kim et al. (2002)と同様 0,  iji

J

j ij xEx  極値分布 (ガンベル分布) 

Bhat (2008)   



J

j
ijij

j

j jx
1

11 

  where  ijijjij ux   exp  

Kim et al. (2002)と同様 極値分布 (ガンベル分布) 

Pinjari and Bhat (2010) Bhat (2008)と同様 Bhat (2005)と同様 極値分布 (入れ子型)  
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のモデルを用いると積極的に取り扱うことができる．例

えば，離散問題をデータの観測モデル，連続問題を行動

モデルとみなし，観測が不完全である（偏りが存在す

る）ことを前提としたモデリングの手法や，離散問題と

連続問題の非線形な依存関係を記述するモデリング手法

が提案されている． 

なお，当然のことながら，ミクロ経済理論に立脚しつ

つ観測の不完全性を考慮したモデリングも可能であり，

構造型モデルと誘導型モデルは代替的というよりはむし

ろ補完的な性質を有していると言える．この点について

は次章にて整理する． 

以下では，代表的な誘導型離散-連続モデルとして，

Amemiya (1985)の整理によるType I，Type II，Type Vの

Tobitモデル，Lee (1983)によるType VのTobitモデルの拡張，

コピュラ関数を用いた離散-連続問題の記述（例えば

Bhat and Eluru, 2009），ベイズ推定を活用した連立方程式

体系としての離散-連続モデルの定式化（例えばFang, 

2008）を取り上げ，それぞれの特徴について整理する．

これらのモデル式及び尤度関数を表-3にまとめる．誘導

型離散-連続モデルの基礎は，離散問題と連続問題の誤

差相関の考慮にあり，推定手法の発展とともに実証分析

事例が増加してきた経緯がある．ただし，誤差相関の意

味解釈は分析の文脈に依存しており，行動論的な解釈が

なされる場合もあれば，観測時のバイアス（サンプルセ

レクションバイアス）を除去するために利用される場合

もある． 

 

(1) Tobitモデル (Type I) 

誘導型の離散-連続モデルは，Tobin (1958)が提案した

Tobitモデル (Type I) がその原点となっている．このモデ

ルの特徴は，離散問題と連続問題を同一の関数を用いて

記述する点にあり，端点解を離散問題と解釈するキュー

ンタッカー型の離散-連続モデルと同様の性質を有して

いる．実際，キューンタッカー条件を用いた配分型のモ

デルと多項式に拡張したTobitモデル (Type I)との比較を

行った研究も存在し，両モデルのアウトプットは類似し

ていることが報告されている（Wales and Woodland, 

1983）．なお，Type IのTobitモデルは，後述するType IIの

Tobitモデルの特殊形と見なすことができる．具体的には，

Type IIのTobitモデルにおいて，離散問題と連続問題の評

価関数を規定する説明変数及びパラメータを同一と仮定

し，かつ，両関数の誤差相関を1とした場合，Type Iの

Tobitモデルが導出される． 

 

(2) Tobitモデル (Type II) 

Type II以降のTobitモデルは，離散問題と連続問題の評

価関数が異なることを許容するモデル構造となっている．

この特徴を活用した代表的なType IIのTobitモデルとして，

Heckman (1979)が提案した離散-連続モデルがある．この

モデルでは，離散問題をデータの観測モデル，連続問題

を行動モデルとみなすことにより，観測問題とモデリン

グ問題を統一的に扱っている．このモデルの開発により，

サンプルセレクションバイアスを考慮したモデリングが

可能となった．この点は，完全に統制された実験の実施

が困難で，観測されるデータが母集団を代表していない

恐れがある場合に，政策の効果計測を偏り無く行うため

に有用な手法といえる（北村, 2009）． 

Type IIのTobitモデルは，以降の誘導型離散-連続問題モ

デルの発展の基礎となっており，以下で紹介するType V

のTobitモデル，Lee (1983)によるType VのTobitモデルの拡

張，コピュラ関数を用いた離散-連続問題の記述（例え

ばBhat and Eluru, 2009）はその代表的な発展形といえる．

また，本稿では省略するが，Type III及びType IVのTobitモ

デルもType IIのTobitモデルの自然な拡張となっている． 

 

(3) Tobitモデル (Type V) 

Type IIのTobitモデルでは，2項選択（離散問題）の片

一方の選択肢が選ばれた場合のみ連続問題が観測できる

モデル構造となっているのに対し，Type VのTobitモデル

では，2項選択のそれぞれの選択結果に対して連続問題

が観測されるモデル構造となっている．このことから，

本モデルは内生的スイッチング回帰モデル (Endogeneous 

Swiching Regression Model) とも呼ばれ (Maddala, 1983)，離

散問題の選択結果によって異なる2本の回帰モデル間を

行き来する状況を記述するモデルとなっている．例えば，

自動車保有とトリップ発生に関する離散-連続問題の場

合，自動車を保有するかどうかの離散選択，保有した場

合／保有しない場合それぞれの状況におけるトリップ発

生量の連続的選択という，3本の式を持つモデルとなる． 

 

(4) 誤差分布の近似 

上述したTobitモデルType II及びType Vは，離散問題と

して2項選択を扱うモデルとなっている．これは，プロ

ビットモデルの枠組みで多肢選択問題を扱うことが難し

いことが主な理由であるが，実際の交通行動分析におい

ては，例えば車種選択と走行距離など，離散選択肢が3

つ以上となるケースが少なくない．このような問題に対

処する方法として，Lee (1983) は，モデル構築が比較的

容易な多項ロジットモデルを選択問題として採用し，選

択確率に対して正規分布の分布関数の逆関数を取ること

により，誤差分布を近似的に取り扱う方法を提案してい

る．表-3より確認できるように，逆関数を用いた近似手

法は，離散問題が多項選択となったType VのTobitモデル

と見なすことができ，Tobitモデルの自然な拡張といえる．

なお，ガンベル分布に対するバイアス修正項を導出し，

2段階推定によってモデルを同定する選択性修正法も提
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案されており (Dubin and McFadden, 1984)，先述したロワ

の恒等式アプローチに基づく離散-連続モデルの多くは，

この推定方法を採用している．また，以下で述べるコピ

ュラ関数やベイズ推定を援用することによって，多項選

択に拡張した離散-連続モデルを構築することも可能で

ある． 

 

(5) コピュラ関数 

上述したように，誘導型の離散-連続モデルでは，誤

差相関を通じて離散問題と連続問題の依存関係を表現す

るが，これまで紹介したモデルは，すべて多変量正規分

布の分散・共分散構造を通じて依存関係を記述している．

ガンベル分布を使用する場合も存在するが，基本的には

正規分布の近似として利用されている．但し，正規分布

を用いた2変量間の依存関係の記述は，(1) 線形依存の関

係を見るに留まり，非線形な依存関係を表現できないこ

と，(2) 相関の大きさが対称であり，相関の大きさが符

号に依存しない仮定を設けていること，が問題点として

指摘されている（沖本, 2010）．例として，自動車を保

有するかどうかの離散問題とトリップ数の連続問題を扱

う離散-連続モデルを考えよう．まず，自動車を保有し

ない場合，自動車を保有しないことによってトリップ発

生が制約される可能性があるため，両変数間に比較的強

い依存関係があることが予想される．一方，自動車を保

有した場合，当然のことながら保有したことによって強

制的にトリップ数を増やす必要があるのではなく，トリ

ップ発生に対する意思決定の自由度が高くなったと解釈

するのが自然である．従って，自動車を保有する場合に

は両変数間の依存関係は比較的弱くなる可能性があり，

対称性を仮定した依存構造では現象をうまく記述できな

い可能性がある． 

このような非線形・非対称な変数間の依存関係を表す

手法としてコピュラ関数を援用する方法がある (Nelsen, 

2006)．コピュラを用いた手法では，多変量分布を各変

数に対する周辺分布と依存構造を表す関数（コピュラ）

に分割する．依存構造を表すコピュラ関数として正規コ

ピュラ，クレイトンコピュラ，ガンベルコピュラ，フラ

ンクコピュラなどがある．正規コピュラを採用した場合

には通常のTobitモデルに帰着する．なお，表-3にはType 

VのTobitモデルと同様のモデル構造を持つ尤度関数を掲

載しているが，Type IIのTobitモデルについても同様の方

法で表現できる．ただし，コピュラ関数を援用した方法

は，3変量以上への拡張が難しい場合が多く，多変量間

の依存関係をみる場合，以下に示すベイズ推定を援用し

たモデリング手法が有用と考えられる． 

 

(6) ベイズ推定の活用 

例えば，複数のモビリティツールの同時保有と各モビ

リティツールの利用回数の関係のモデル化のように，直

面する課題によっては，複数の離散／連続問題を統一的

に扱う離散-連続モデルが必要になる．しかしながら，3

変量以上の誤差共分散構造を持つモデルは，尤度を定義

するための同じ確率密度関数の構造が極めて複雑であり，

推定が困難になることから，これまで実証分析の蓄積が

極めて少なかった．これに対し，近年，MCMCのよう

なベイズ推定手法の発展に伴い多変量分布を仮定したモ

デルの推定が容易になってきており，近年，交通分野に

おいても多変量型の離散-連続モデルの構築事例が報告

されつつある（例えば，Fang, 2008; 小林ら, 2009）．特に，

多変量正規分布や切断された正規分布を誤差構造に用い

たモデルであれば，Gibbs Samplingアルゴリズムを比較的

容易に実装することができる．これにより，多次元選択

状況であっても，多様なモデル間の誤差相関を比較的容

易に考慮することができる，極めて自由度の高い離散-

連続モデルの構築が可能となっている． 

 

(7) その他の誘導型離散-連続モデル 

その他にも，上述のモデルを拡張／修正した離散-連

続モデルが幾つか提案されている．例えば，Amemiya 

(1974) は，Type IのTobitモデルを多変量に拡張した多変量

Tobitモデルを提案している．また，両切りのセンサー

Tobitモデル（Maddala, 1983）は，2つの財の配分問題を端

点解を考慮しながら扱う離散-連続モデルとして解釈す

ることができる（Yamamoto and Kitamura, 1999）．また，

正規分布の仮定を緩和する方法としてコピュラ関数の利

用を挙げたが，その他にも，セミパラメトリックの誤差

構造を持つような離散-連続モデルの適用も可能である

（Pagan and Ullah, 1999）． 

なお，誘導型の離散-連続モデルは，そのモデル構造

から，因果推論やデータ融合などのデータ欠測の問題を

取り扱う手法との関連性が深い（星野, 2009）．実際の

社会実験のように，統制された実験環境下での実証分析

が困難な場面，すなわち，偏りのあるデータや欠測のあ

るデータを使わざるを得ない場面では，誘導型の離散-

連続モデルは有力な分析ツールとなり得る． 

 

4. 構造型及び誘導型離散-連続モデルの関連性 

 

上述のように，構造型離散-連続モデルと誘導型離散-

連続モデルは，それぞれのモデル開発の力点が異なり，

発展の系譜も異なる．具体的には，前者は制約条件下で

の効用最大化理論に基づく資源配分問題としての離散-

連続モデルであることを重視する一方で，後者は現象記

述の自由度を高めることを重視してきたモデルといえる．

本章では，実証分析を行う際にどの離散-連続モデルを

採用すべきかについて参考となる情報を整理することを
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念頭に，構造型と誘導型の離散-連続モデルの比較分析

に関する既往研究や，両者のアイデアを取り入れたモデ

リング手法について整理する． 

 

(1) 構造型及び誘導型離散-連続モデルの比較 

上述したように，キューンタッカー条件に基づく離散

-連続モデルと Type Iの Tobitモデル（及びその拡張であ

る多変量 Tobit モデル (Amemiya, 1974)）はモデルの性質

が類似しており，例えばWales and Woodland (1983)により

モデル特性の比較分析が行われている．また，Type I の

Tobit モデルは，その他の誘導型離散-連続モデルの基礎

となっているため，Wales and Woodland の比較分析を参

考に比較の対象を拡大することが可能と考えられる．以

下では，まず Wales and Woodland の研究を概観し，次に，

その他の構造型離散-連続モデルと誘導型離散-連続モデ

ルとの関連性について言及する． 

 Wales and Woodlandは，キューンタッカー条件に基づく

離散-連続モデルとType I型の多変量Tobitモデルの重要な

の相違点として，誤差項の解釈を挙げている．具体的に

は，前者は，純粋に効用関数における個人間の選好の異

質性を表現するのに対し，後者は，確率的に効用の最大

化が達成されなかったりデータの観測誤差があることを

表現する誤差項であると指摘している．また，Morisugi 

and Le (1994) 及び Morisugi et al. (1996) を以外のロワの恒等

式に基づく需要関数の導出モデル（表-1）は，誤差項の

存在により非負制約を満たすことができないため，負の

値をとる財に対して切断型の分布を適用するTobit型のモ

デリングによって対処せざるを得ず，(1) 負の値をとる

財への配分を0と置き換えることにより，資源制約条件

を満たさなくなること，(2) その結果，他の財の需要関

数も再度定義せざるを得ないこと，を指摘している．以

上のことから，Wales and Woodlandはミクロ経済理論に整

合的なモデルを構築する場合，キューンタッカー条件に

基づく離散-連続モデルを採用することが望ましいと結

論付けている． 

このように，ロワの恒等式に基づく離散-連続モデル

や，誘導型の離散-連続モデルが（Wales and Woodland 

(1983)の指摘する意味で）ミクロ経済理論に完全には整

合的ではない半面，これらのモデリング手法を積極的に

採用すべきと考えられる場面も存在する．特に，ロワの

恒等式を用いた離散-連続モデルや誘導型の離散-連続モ

デルは，Type IのTobitモデルを基盤とするものであり，3

章にておいて紹介した様々なタイプの離散-連続モデル

への拡張が可能である．例えば，Type IIのTobitモデルに

拡張し，離散問題と連続問題の評価関数を個別に設定す

ることが可能である．ここでは，その利点が明確となる

ように，買物活動への時間配分を例に両者のモデルを比

較する．買物先へのアクセスが便利な地域に住む個人は，

買物の頻度は高いが一回当たりの買物時間が短くなる一

方で，買物が不便な地域に住む個人は，買物の頻度は低

いが一回当たりの買物時間は長い（まとめ買い）ことが

予想できる．このことは，離散問題の評価関数は前者の

方が後者よりも高くなることを示唆している一方，連続

問題の評価関数は前者の方が後者よりも低くなることを

示唆している．このような行動実態に対して，離散問題

と連続問題に同一の評価関数を使用するキューンタッカ

ー条件に基づく離散-連続モデルを適用すると，上記の

買物行動の特徴を記述することができないという問題が

生じる．従って，買物行動のように離散問題と連続問題

の評価関数が異なることが予想される状況下においては，

行動論的な解釈が可能なType II型の離散-連続モデルを採

用する方が望ましいものと考えられる．その反面，当然

のことながら，時間制約下における効用最大化問題とし

て時間配分問題を定式化することも意味があるものと考

えらえる． 

以上のことから，厳密にミクロ経済理論に従う離散-

連続モデルと，統計的なモデリングを下敷きとした離散

-連続モデルの折衷案ともいえるモデルが提案されてき

ている． 

 

(2) ミクロ経済理論を踏まえた誘導型離散-連続モデル 

折衷案型の離散-連続モデルは，(1) ロワの恒等式によ

り需要関数を導出し，その後，誘導型の離散-連続モデ

ルの手法を適用する方法，(2) 端点解を考慮しない効用

最大化問題を解くことにより連続問題の需要関数を導出

し，事後的に離散問題を導入する方法，に大別される．

これにより，ミクロ経済理論を踏まえた誘導型の離散-

連続モデルが構築可能である．例えばKitamura (1984)は，

時間配分問題を対象に，(1) 効用最大化問題をラグラン

ジュの未定係数法により解き需要関数を導出し，(2) 各

財を消費するかどうかを表現する2項プロビットモデル

を導入することにより離散選択を表現し，(3) 連続問題

(1)及び離散問題(2)の関連性をType IIのTobitモデルを援用

することにより記述する時間配分モデルを構築している．

このようなモデルの展開は，ミクロ経済理論に厳密な意

味で整合的ではないものの，実適用上はミクロ経済的な

解釈が可能であるとともに，キューンタッカー条件に基

づくモデルに比べてより自由度の高い現象記述が可能と

なるため，対象とする事象によっては適切なモデリング

と考えてよいものと思われる．ただし，経済評価への適

用といった場面においては，できる限り厳密にミクロ経

済理論に従う離散-連続モデルを構築することが肝要で

あり，この意味では，折衷案型のモデリングは行動モデ

ルや予測モデルとして利用することが望ましいものと考

えられる． 
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5. おわりに 

 

 本研究では，(1) ミクロ経済理論から演繹的に導出

される構造型の離散-連続モデル，及び，(2) 現象記述の

自由度を高めることに主眼を置いた誘導型の離散-連続

モデルのレビューを行った．レビューより，(a) 厳密に

ミクロ経済理論に基づいた離散-連続モデルを構築する

際はキューンタッカー条件に基づくモデル導出が望まし

いこと，(b) 現象記述の自由度の観点からは誘導型の各

種離散-連続モデルが優れていること，(c) 厳密ではない

もののミクロ経済理論を踏まえつつ現象記述の自由度を

高める折衷案型の離散-連続モデルを構築することも可

能であること等を指摘した．どの離散-連続モデルを採

用すべきかは対象とする事象に依存するものの，一般的

には，交通行動の記述や需要予測，不完全観測下での行

動モデルの構築に主眼を置く場合，誘導型の離散-連続

モデルが，理論との整合性が問われる経済評価に主眼を

置く場合，構造型の離散-連続モデルが望ましいものと

考えられる． 

なお，交通分野における離散-連続モデルの適用事例

として，(1) 駐車場選択（例えば，室町ら, 1993; 三輪ら, 

2009），(2) 時間利用行動（例えば，Kitamura, 1984; 藤井ら, 

1999; Yamamoto and Kitamura, 1999; 福田ら, 2003; Bhat, 2005; 

Kato, 2007; 力石ら, 2008; Bhat, 2008; Chikaraishi et al., 2010; 

Zhang et al., 2012），(3) 自動車保有・利用行動（例えば，

Train, 1986; Kitamura, 1987; De Jong, 1990; De Jong, 1996; 

Rouwendal and Pommer, 2004; Bhat and Sen, 2006; Fang, 2008; 小

林ら, 2009; Spissu et al., 2009），(4) 土地利用／住環境と交通

行動の依存関係の記述（例えば，Greenwald , 2003; Schwanen, 

T., Mokhtarian, 2005; Pinjari et al., 2007; Bhat and Guo, 2007），(5) 

目的地選択と目的地での行動（例えば，Morisugi and Le, 

1994; Morisugi et al., 1996; 溝上ら, 1997; 森川ら, 1999），(6) 観

測時のバイアスが想定される状況下における行動モデル

の構築（例えば，Kitamura and Bovy, 1987; Kitamura et al., 

1993; 山本・高橋, 2008）などが挙げられ，極めて多様な現

象に対して離散-連続モデルが適用されていることが伺

える．さらに，自宅内及び自宅外のエネルギー消費の総

合的な制御を念頭に置いた離散-連続モデルの構築など，

複数分野にまたがる現象を扱う適応事例も見られる（例

えば，Yu et al., 2012）．本稿では，離散-連続モデルの理論

的側面を主に取り扱ってきたが，発表時には交通分野及

びその周辺の問題への適用事例に関するレビューを併せ

て報告する予定である． 
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A REVIEW ON DISCRETE-CONTINUOUS MODELS 
 

Daisuke FUKUDA and Makoto CHIKARAISHI 
 

This study presents a comprehensive review on discrete-continuous models. Particularly, we classify 
discrete-continuous models into (1) structural type models derived from microeconomic theory and (2) 
reduced-form models which mainly focus on detailed behavior descriptions in terms of data fitting, and 
sort out the features of these models. Although the model selection may depend on what kind of phenom-
ena we deal with, we generaly argue that (1) Kuhn-Tucker modeling approach might be preferable when 
the first priority of the analysis should be on the consistency with microeconomic theory, (2) reduced-
form models might be preferable when we try to develop higher accurate behavioral models or behavioral 
models with the data potentially having observation bias, (3) a compromise discrete-continuous models 
between structural and reduced-form models can also be developed.  
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